




THE ORIGIN OF THE STRICT LIABILITY OF INNKEEPERS FOR GUEST’S LOST 


























　　一　Innkeepers Liability Act 1863（1863 年旅館営業者責任法）について
　　二　Hotel　Proprietors Act 1956（1956 年ホテル経営者法）について






































　　４　王国の慣習法（the law and custom of the realm）
　　５　被告の防御方法の変化について






















　この問題の解決は，商法に規定されており（商法第 594 条～ 596 条），その
特徴は以下の四つにまとめることができる。第一に，宿泊事業者独自の責任で









林書院・1958〕，西原寛一『商行為法〔第 3 版〕』413 頁〔有斐閣・1973〕，平出慶道『商
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とを立証できないかぎり損害賠償責任を負う（同法第 594 条第 1 項）。これに
対して，宿泊客から寄託を受けなかった物品が滅失または毀損した場合，宿泊
事業者は，自己若しくはその使用人の「不注意」が立証されるまでは賠償責任
















の厳格責任については，不可抗力による免責が認められている。Halsbury's laws of 





3） 厳格責任の例外として不可抗力（act of God），大規模な戦争（外敵の行為；Queen’s 
enemies）等が挙げられる（前掲注 2）参照のこと）
4） 廣瀬久和「レセプトゥーム（receptum）責任の現代的展開を求めて（1) －場屋（特に旅店）
営業主の責任を中心に－」上智法学論集，21 巻 1 号（1977）78 頁






























ない。わが国の場屋営業者の責任に関する規定（同法第 594 条第 1 項）は，ロー
6） 大隅・前掲注１）167 頁，平出・前掲注１）613 頁，坂口・前掲注１）327 頁，岸田・



























442-443 頁，小町谷・前掲注１）421-422 頁，大隅・前掲注１）167 頁，西原・前掲注 1）
412 頁，平出・前掲注１）615 頁，坂口・前掲注１）328 頁，田邊・前掲注１）332 頁，
近藤・前掲注 1）241 頁等）。　






を保護する必要性があったことによる（松波・前掲注 7）1006 頁，烏賀陽・前掲注 8）
180-184 頁，小町谷・前掲注 1）421-422 頁，平出・前掲注１）616 頁，坂口・前掲注１）
328 頁，田邊・前掲注１）332 頁等）。　




本稿で検討する 1368 年 Rex and Thomas of Navenby v. Walter Lassels of 
Huntingdon and William of Staunford 事件 11）（以下 Navenby 事件と表記する）
にまで遡ることができる。この点，イギリスはローマ帝国に統治されていた時
代もあるため（紀元後 43 年～ 410 年までの約 370 年間），宿泊事業者の責任も
ローマ法の影響を受けていた可能性を完全に否定することはできない 12）。しか









Innholder 等と表現することもあった。同様に Inn という宿泊施設も，hostel と表現さ
れていることに注意すべきである。もっとも，15 世紀以降になるとその後の文献資料
では，これらの呼称は徐々に用いられなくなり，Innkeeper が一般に用いられるよう
になった（McBain，supra note 78,pp.90-91 等）。そこで本稿では，14 世紀当時の宿泊
事業者について論じるとき，引用する場合を除いて，特に断りのない限り，hostler，
innkeeper を「旅館営業者」と訳す。　 
11） Yearbook, Y.B. 42 Ass., fol. 260b, pl. 17, translated in Coram Rege Roll, No. 428 （1367） 
m. 73., in 6 Select Cases in the Court of King's Bench pp.152-154 （G.O. Sayles ed., Selden 
Soc'y No. 82, 1965），J.H. Baker & S.F.C. Milsom, Sources of English Legal History: Private 
Law to 1750　2nd.ed, pp.603-604 （2010），A.K.R. Kiralfy, A Source Book of English Law,　
pp.202-204 （1957）. 本判決は，Yearbook を原典とする。Yearbook の原本としては，
Boston University Legal History : The Year Books にある PDF 資料を使用した〈http://








14） 加藤・前掲注 8）317-321 頁，烏賀陽・前掲注 8）180-186 頁，松本・前掲注 8）346-348 頁，
廣瀬久和「レセプトゥーム（receptum）責任の現代的展開を求めて（1）～（4）－場
屋（特に旅店）営業主の責任を中心に－」上智法学論集，21 巻 1 号，2･3 号，23 巻 3 号，







あるいは判決時期（14 世紀，1368 年）について指摘されていた 15）。しかし，
Navenby 事件の内容，さらに当時の社会的背景等 16）を含めて紹介するものは
現時点では，見当たらないのである。第三に，厳格責任は，王国の一般的慣習















2013 年に訪日外客数が 1000 万人を突破したことに伴い，政府は，法日外客数
15） 津野利弘「（研究ノート）客の財産の損失に対するホテル業者の責任」国際商科大学論
叢 4 巻 103 頁（1970），津野利弘「イギリスホテル経営者法とドイツ民法 701 ～ 702 条の a」
国際商科大学論叢 5 巻 39 頁（1971），幡新大実『イギリス債権法』104 頁，156 頁注 49（東
信堂・2010）等を参照。　

















産業についてみると，1962 年 12 月 17 日にホテル経営者の責任として，ヨーロッ
パ会議（Council of Europe） 18）において，「宿泊客の財産に対するホテル経営
者の責任に関する欧州評議会協定（1962 年） 19）」（Convention on the Liability 
of Hotel-keepers concerning the Property of their Guests. Paris, 17.12.1962. 












最終閲覧　2014 年 12 月 9 日〉
20）その他の署名国，批准国の一覧については，“Chart of signatures and ratifications” を参照のこと
〈http://conventions.coe.int/Treaty/Commun/ChercheSig.asp?NT=041&CM=1&DF=&CL=ENG〉 
21） ドイツ民法 701 条～ 703 条（1966 年 3 月 24 日法律），フランス民法 1952 条～ 1954 条（1973
年 12 月 24 日法律）等
22）Parliamentary Assembly Assemblée parlementaire；Draft European Convention 








（Institute for the Unification of Private Law）から，ホテル経営者の契約に関
するユニドロワ条約草案 23）が提出されている。さらに現在は，EU 統一法制定
に向けて，2007 年に欧州私法共同ネットワーク（Study Group on a European 
Civil Code）は，欧州委員会に「共通参照枠組み」の草案（Draft Common 
Frame of Reference （DCFR)）を提出している。そしてこの草案にもホテル経










る現行規定（商法第 594 ～ 596 条）は，『客の来集を目的とする場屋における
取引』を広く対象」としており，「宿泊契約等に対象を限定する諸外国に共通
した立法例と比較するとかなり特異な規律であり，通常の寄託と異なる責任を
guests Doc. 585 29 November 1956，Appendix 2 APENDIX B，p.8
23） 本草案は，まだ実現していない。草案の翻訳については，民法（債権関係）の改正に関
する論点の検討（19）‐ 法務省民法（債権関係）部会資料 47，別紙比較法資料 35-36 頁
を参照〈http://www.moj.go.jp/content/000102677.pdf 　最終閲覧 2014 年 12 月 9 日〉。
24） メンバーは，山下友信（東京大学），洲崎博史（京都大学），藤田友敬（東京大学），後
藤 元（学習院大学）である（所属は検討会当時のものである）。商行為法ＷＧ設置の経
緯は，民法（債権法）改正検討委員会・全体会議（第 4 回）議事録 2 -4 頁を参照〈http://

















その後，平成 25 年 3 月の中間試案では検討課題から外れたものの，今後も商
法等での検討課題となる可能性は高く，依然として重要な問題といえる。











行為法 WG 報告書第 594 条～第 596 条前注）。
26） 2006 年 10 月に設立されて活動を開始した民法（債権法）改正検討委員会が，約二年半




貴，2009 年 6 月 13 日，講演会「債権法改正の課題」〈http://www.j-wba.com/images2/
































28） 大木雅夫『比較法講義』135-138 頁，150-153 頁，259-261 頁（東京大学出版会・1992）。








的機能を明確にした Thompson v. Lacy 事件（1820） 31）と Rex v. Ivens 事件
（1835） 32）を紹介している。また，同論文では，1863 年旅館営業者責任法 33）と
1956 年ホテル経営者法 34）についても触れている（両法の概要については，第
一章 第二節で論じる）。
　第二は，津野利弘「イギリスホテル経営者法とドイツ民法 701 ～ 702 条の a」
（1971）である 35）。同論文は，イギリスにおける 1956 年ホテル経営者法とドイ
ツ民法 701 条～ 702 a 条を紹介するものである。1962 年 12 月 17 日にヨーロッ
パ会議で「宿泊客の財産についてのホテル経営者の責任に関する協定」が締結




Public Calling の典型であり，その責任が custom of realm に基づくものであ
ることを紹介する際，本稿で紹介する Navenby 事件 36）について触れている。
　第三は，廣瀬久和「レセプトゥーム（receptum）責任の現代的展開を求めて（1）




31） R. v. Ivens,173 E.R.94，（1835）7 Carrington and Payne 213
32）  Thompson v. Lacy, 106 E.R.667，（1820）3 Barnewall and Alderson 283
33）  The Statutes, Passed In The Session 1863　26&27 VICTORIA，p.15 CAP.XLI.
34）  Legislation.gov.uk を参照〈http://www.legislation.gov.uk/ukpga/Eliz2/4-5/62/contents
最終閲覧　2014 年 12 月 9 日〉
35） 津野・前掲注 15）「イギリスホテル経営者」39-45 頁を参照。 
36）  本論文では「Naven v. Lassels（1363）」と引用されているが（39 頁注４），内容からす
ると，Navenby 事件（Navenby v. Lassels（1368））のことと思われる。
37） 廣瀬・前掲注 4）を参照。




























39）  廣瀬・前掲注 4）95 頁を参照。















公とする「カンタベリー物語（The Canterbury Tales）」の著者，ジェフリ ・ー














41）  Robert C. Palmer，English Law in the Age of the Black Death,1348-1381: A 
Transformation of Governance and Law，pp. 252-267（1993）
42）  David S. Bogen，The Innkeeper's Tale: the Legal Development of a Public Calling，
pp.51-92，Utah L.Rev.51（1996）
43）  Graham McBain，Abolishing the Strict Liability of Hotelkeepers，pp.705-755，J.B.L（2006）





























45）  加藤一郎・鈴木禄弥編『注釈民法（17）』445-448 頁〔幾代通・平田春二〕（有斐閣・
1969），平出・前掲注 1）602-608 頁等を参照。
46） 米谷・前掲注 1）443-444 頁，大隅・前掲注１）168 頁，西原・前掲注 1）412 頁，坂口・
前掲注１）328-329 頁，岸田・前掲注１）300 頁，平出・前掲注１）615-616 頁，田邊・




























47）  松波・前掲注 7）1010-1018 頁，小町谷・前掲注１）425 頁，大隅・前掲注１）168 頁，西原・
前掲注 1）413 頁，平出・前掲注１）618 頁，坂口・前掲注１）329 頁，岸田・前掲注１）
302 頁，田邊・前掲注１）334-335 頁を参照のこと。
48）  本法の内容は，前掲注 23）33-35 頁 <http://www.moj.go.jp/content/000102677.pdf　最











で抵抗不可能な天災（unforeseeable and irresistible act of nature）または戦
争行為（act of war）によって発生した場合，および，③当該物品の性質（nature 
of the article）に起因して発生した場合である。
　（二）賠償額の制限については，以下の通りである。ホテル経営者が賠償責





た場合（2 条 1 項 a），第三に，ホテル経営者が保管のために受領が義務付けら








（notice）または合意（agreement）をしても無効（null and void）である（6 条）。
　２　ドイツ法について
　宿泊事業者（Gastwirt）の責任について，ドイツでは民法（以下．BGB）









た損害について責任を負う（BGB701 条 1 項）。どのような場合に財産がホテ
ルに持ち込まれたとみなされるかについては，時間的・場所的要件が規定され
ている（BGB 701 条 2 項）。もっとも，紛失，滅失または毀損が，①客，客の
同伴者もしくは客と同時に受け入れられた者によって引き起こされた場合，ま
たは，②物の性質もしくは不可抗力による場合には賠償義務は生じない（BGB 
701 条 3 項）。




702 条 1 項）。すなわち，宿泊事業者が賠償責任を負うのは，金銭，有価証券，
高価品については，600 ユーロ以上，800 ユーロ以下の範囲内で一泊の宿泊料
の 100 倍相当額までである。これに対して，それ以外の物については，600 ユー
ロ以上，3500 ユーロ以下の範囲内で一泊の宿泊料の 100 倍相当額までである。
金銭等の高価品については賠償額が低く設定されているのが特徴である。
　ただし，宿泊事業者は，① 紛失，滅失または毀損が，宿泊事業者またはそ
の従業員の責に帰せられるとき（BGB 702 条 2 項 1 号），②持ち込まれた物に
ついて，保管を引き受けていたとき（BGB 702 条 2 項 2 号前段），または，③
宿泊事業者が保管義務の定めに反して保管の引き受けを拒絶したとき（BGB 
49）  本法の内容は，前掲注 23）4-6 頁〈http://www.moj.go.jp/content/000102677.pdf　最終









702 条 2 項後段）には，賠償額の制限による利益を受けることができない。宿
泊事業者が保管義務を負う場合とは，金銭，有価証券，貴重品その他の高価品




受義務（BGB 702 条 3 項）に反して宿泊事業者が保管の引き受けを拒絶した
物を除いて，BGB 702 条 1 項の規定する上限額を超える部分（貴重品は，800
ユーロ，その他の物は 3500 ユーロ）に限り，あらかじめ免除特約を締結でき
る（BGB 702a 条 1 項）。なお，この特約は，免除特約のみを独立して示した












50）  本法の内容は，前掲注 23）27 頁〈http://www.moj.go.jp/content/000102677.pdf　最終



















入りする第三者であるかは問わない（CC 1953 条 1 項）。
　もっとも，宿泊事業者が，①盗難または損害が，不可抗力によって生じたこ
と，あるいは②損失が物の性質または瑕疵から生じたことを証明した場合には，
賠償責任は免責される（CC 1954 条 1 項）。
　（三）賠償額の制限については以下の通りである。宿泊事業者が宿泊客に対
して負担する損害賠償額は，一日分の宿泊料の 100 倍相当に限定され，それ




盗難または毀損が発生した場合（CC 1953 条 2 項），および③宿泊事業者自身，
もしくは宿泊事業者が責任を負うべき者の過失から盗難または毀損が発生した




















王国の一般的慣習法（law and custom of the realm）に基づくものと判示して
いる。王国の一般的慣習法とは，王国全体で行われてきた慣習をいう。これは，
コモン・ロー（Common law） 55）と同義とされ 56），現代に至るまで宿泊事業者
の厳格責任を基礎づけるものである。
　なお，Navenby 事件に先立つこと 22 年前（1345），ロンドンの市長裁判
所（Mayor’s Court in London） の 判 決 と し て William Beaubek v. John of 
Waltham 事件 57）があった。同事件は，旅館の使用人が宿泊客の荷物を盗んだ
52）  J.H.Baker，An Introduction to English Legal History，4th ed，Oxford University 
Press，2005，pp.407-08．
53）  John Gylour v. John Hosteler of Kentford（1365）である。Palmer，supra note 41，p.378 
A19a　事案については，第二章 第三節 四 １を参照。
54）  Navenby 事件の原文（ロー・フレンチ）では，defectum となっている（Navenby 
v. Lassels, Coram Rege Roll, No. 428, m. 73 （1367）, reprinted in 6 King's Bench, 
supra note 11, pp.152-153）。 英 文 訳 で は，fault（Navenby v. Lassels, Y.B. 42 Ass., 





56）  津野・前掲注 15）「イギリスホテル経営者法」39 頁を参照。
57） Beaubek 事件に関する資料としては，Calendar of Plea and Memoranda Rolls of The 
City of London,a.d.1323-1364,220-221,member.27（A.H.Thomas ed.,1926）〈http://www.
british-history.ac.uk/report.aspx?compid=36659#s22　最終閲覧 2014 年 12 月 9 日〉及










レスパス訴状（Bill of Trespass） 59）の原型となったと評価されている重要な事件
である。そこで，同事件については本稿でもとくに取り上げて論ずるものとする。
その後，多くの判例が出されるなか，厳格責任は堅持され続けてきた。




ド）。その後，1956 年にホテル経営者法（Hotel Proprietors Act，1956） 61）が
制定された。ここでは，1863 年旅館営業者責任法と異なり，賠償責任額の制
限額が荷物 1 個について 50 ポンドへと引き上げられるとともに，合計の損害
賠償額が 100 ポンドに引き上げられることとなった。賠償額はその後の貨幣価
値の変化により，ロンドンのバラ・カウンシル（borough council 62））に関して
は，2004 年に，50 ポンドは 750 ポンドへ，100 ポンドは 1,500 ポンドへと修正




58）  田中・前掲注 55）102，165 頁を参照。
59） 同訴状については，第二章 第二節 三 ４において詳述する。
60）  前掲注 33）参照のこと。
61）  前掲注 34）参照のこと。
62） 戒能通厚編『現代イギリス法辞典』198-199 頁（新世社・2003）を参照。
63） 〈http://www.legislation.gov.uk/ukla/2004/1/pdfs/ukla_20040001_en.pdf　







　さらに現在は EU 統一法制定に向けて，2007 年に欧州私法共同ネットワー
ク（Study Group on a European Civil Code）が，欧州委員会に「共通参照枠
組み草案（Draft Common Frame of Reference)）を提出している。同草案中
においても，ホテル経営者の責任は独立して規定されている（Ⅳ .C.-5：110：




一　Innkeepers Liability Act 1863（1863 年旅館営業者責任法） 65）について










（3 条），原則として旅館（inn）に持ち込まれた財産（goods or property 66））に
64） 須永・前掲注 40）参照。
65） The Statutes，Passed In The Session 1863　26 & 27 VICTORIA，p.15　CAP.XLI.











懈怠（default），あるいは過失（neglect）等により発生した場合（1 条 1 項 1 号），
第二に，財産がはっきり（expressly）と安全に保管（safe cutody）できると












のとおりである。2 条 1 項では，ホテルに持ち込まれた財産に関して，ホテル
経営者（proprietor of an hotel）として責任を負う場合が規定されている。ホ
テル経営者が責任を負う場合とは，（a）紛失（loss）または，損壊（damage）
時にホテルの宿泊施設が宿泊客のために契約されていた（engaged）場合（2
条 1 項 a），（b）宿泊客に施設を利用できる権利が与えられた期間の初めの日
の午前 0 時から，これに続く終わりの日の午前 0 時までの間の紛失・損壊であ
ているものではないため，以下，判例の事案を紹介する場面においては，単に「財産」
と訳すものとする。





る場合をいう（2 条 1 項 b）。これらの場合を除いては，ホテル経営者は賠償責
任を負わない（2 条 1 項）。なお，ホテル経営者が責任を負う目的物から，宿
泊客の自動車，馬等は除かれている（2 条 2 項）。
　（二）賠償額の制限については，以下のとおりである。ホテル経営者はフロ
ントまたは正面玄関の附近に掲示を掲げること 68）を条件に，賠償額の上限を
制限する利益を受けることができる（2 条 3 項）。この場合，宿泊客一人当り





過失（negligence），故意行為（wilful act）がある場合（2 条 3 項 a），第二に，
その財産が，宿泊客がホテル経営者または従業員に明示的に寄託（deposited）
した場合（2 条 3 項 b），第三に，宿泊客からの要求に対して，寄託を拒んだ場合，
あるいはホテル経営者あるいは従業員の懈怠により預かることができなかった





















council）に関しては，2004 年に 1956 年ホテル経営者法第 2 条 3 項について賠
償責任の制限額が引き上げられている。同法により，所持品１個について，賠
償責任の制限額は 50 ポンドから 750 ポンドに引き上げられ，合計金額が 100












69） 本 法 の 条 文 に つ い て は，Legilation.go.uk を 参 照〈http://www.legislation.gov.uk/
ukla/2004/1/enacted　最終閲覧　2014 年 12 月 9 日〉。








　旅館営業者に厳格責任を課した Navenby 事件は 1368 年の判決である。そこ
で，当時の社会状況について旅館営業者の厳格責任に影響を与えたと思われ
る特徴的な出来事を選び出してみてみよう。14 世紀の大きな出来事としては，
数度に 71）わたってイギリスを襲った黒死病（The Black Death）をあげること







すら多く見られるようになった。このような動きに対処するために 1349 年 74）












塾大学出版会・2006〕を参照）。なお，約 400 万人のイングランド人口が約 250 万人に
まで減ったともいわれている（田中・前掲注 55）64 頁を参照）。
72） 川北稔編『世界各国史イギリス史』（山川出版社・1998）103 頁を参照。
73）  エドマンド（吉武訳）前掲注 71）266-275 頁を参照。
74） “Ordinance of Labourers 1349”，The statutes at large from Magna Charta，to the end 
of the last parliament，1761. In eight Volumes 1 （1763） pp.248-251． 　
75） “Statute of Labourers 1351”，supra note74, pp.251-253． 































78） Bogen，supra note42 , pp. 53-55，Jonassen，supra note 44, pp. 68-69．McBain，supra 
note42 ,pp.707-708，Graham McBain，Abolishing Some Obsolete Common Law 






























79）  巡礼目的例としては，ジェフリー・チョーサー（Geoffrey Chaucer）の「カンタベリー












は，大別して Hosteler，Inn，Tavern 等を挙げることができる 81）。それぞれ
の違いについては，当時のイギリスの社会風俗に関する識見がないと正確に
述べることができない。そこで，本稿とはやや時代は異なるが，16 世紀の酒
場に関する論文 82）から，エリザベス朝，初期スチュアート朝における Inn と
Tavern の様子を紹介してみたいと思う。











第 65 号・62-65 頁（1985）。同論文は，酒場が議会制定として，治安規制の対象となっ
た 15 世紀末から 17 世紀初頭にかけての時代（1495 － 1627）を主な対象として論じる




84）  本稿では，引用以外の部分については，aldermen を長老参事会員と訳す。長老参事会
員とは，アングロ・サクスン期の州太守（ealdorman）を語源とし，市（Borough）の
長老役市長に次ぐ地位の呼称である。
85）  エドワード一世（在位 1272 － 1307）の治世に関するものであるが，旅館営業者になる




















ければならなかった。Liber Albus，The White Book of the City of London，trans. By 
H.T.Riley （1861） p.234 and 246.
86）  四季裁判所（court of quarter sessions）とは，イギリスで 裁判所法（Courts Act 
1971）により廃止されるまで中世以来存在した刑事裁判所をいう。少なくとも年四回法
廷を開くものとされていたところから quarter sessions という名称が生れた。各回何日
法廷を開くかは， 特定されていない（田中・前掲注 55）72-73 頁を参照）。
87） 治安判事小法廷（petty sessions）のことである。二名ないし七名の治安判事（justice 
of the peace）で構成され，略式起訴状による刑事事件（summary offence）の裁判な
どを行った。今日の治安判事裁判所（magistrates' court）にあたる。四季裁判所と区
別して， petty sessions とよばれた。
88）  Oxford English Dictionary に よ る と，13 世 紀 当 時，tavern と は，In early use， A 







90） Calendar of letter-books of the city of London: B: 1275-1312,ed.by R.R.Sharpe 
Folio 106 ［facieinversa.］（xxxij b）. 〈http://www.british-history.ac.uk/report.























の調査 93）では，長老参事会員は「最も賢明で信頼できる区民（most proved 
and most wise men of his Ward）」と共に調査を実施している。ここでは不審
人物（strangers or suspected persons）が潜伏する場所として旅館（hostels）
91）  石田譲「中世ロンドンにおける治安維持（１）」流通經濟大學論集 27（4）, 30 頁（1993）
を参照。
92）  'Memorials: 1282'，Memorials of London and London Life: In the 13th， 14th and 15th 
centuries （1868），pp. 21-22.〈http://www.british- history.ac.uk/report.aspx?compid 
=57632　最終閲覧 2014 年 12 月 9 日〉
93） 'Memorials: 1321'，Memorials of London and London Life: In the 13th，14th and 
15th centuries （1868），pp. 142-144〈http://www.british-history.ac.uk/report.


























94） 'Roll A 4: 1337-43'，Calendar of the plea and memoranda rolls of the city of London: 
volume 1: 1323-1364 （1926）・19 Dec. 1343， pp. 143-164〈http://www.british-history.
ac.uk/report.aspx?compid=36657　最終閲覧 2014 年 10 月 5 日〉。
95）  Liber Albus，supra note 85 p.80 を参照。ヘンリー二世の治世ではあるが，文献から厳
密な時期は確認できなかった。
96） 十人組制度（frankpledge）とは，10 人一組の成人男子の間で各人の行為に対して連帯
責任を負う制度をいう。12 歳以上のすべての自由人男子が 10 人単位の相互保証制度に
強制的に加えられ， 犯人の提出や裁判所出頭等を保証し合った。アングロ・サクスン時
代の tithing が発展したものといわれている。同制度に関しては，富沢霊岸「Frankpledge 
System の成立とイギリス王政」金沢大学法文学部論集 史学編 12（1964）を参照のこと。













とが規定されている。この 100 ポンドという罰金は，1345 年の布告にある罰












98）  Liber Albus，supra note85, p.408.
99）  'Roll A 27: （i）1383-85'，Calendar of the plea and memoranda rolls of the city of 
London: volume 3: 1381-1412 （1932），pp. 50-83〈http://www.british-history.ac.uk/
report.aspx? compid=36698　最終閲覧 2014 年 12 月 9 日〉
100） この当時，1 シリング＝ 12 ペンスであり，20 シリング（240 ペンス）で 1 ポンドと計
算されていた。参考までに，1350 年及び 1362 年～ 1363 年に定められたロンドンの賃
金規制によれば，熟練を要する石工や大工の日当が 5 ペンス（冬期），～ 6 ペンス（夏
























判所 101）（Court of Exchequer），人民間訴訟裁判所 102）（Court of Common Pleas），







103） 王座部 ; 王座裁判所とは，人民間訴訟裁判所および財務府裁判所と共に中央におけるコ
モン・ロー裁判所の一つでその最上位にあった。古くは国王が自ら臨席したことから
この名称が付された。国王の移動とともにこの裁判所も移動するものとされていたが，

















所〔county court 109）〕，百戸邑裁判所〔hundred court 110）〕），領主裁判所（領
主刑事裁判所（court leet 111）），荘園裁判所（manorial court 112）），各都市の裁
104） T. プラクネット（イギリス法研究会訳）『イギリス法制史（総説編上）』289-293 頁（東
京大学出版会・1959）を参照。
105） 封建制下で重要であった fee simple （単純不動産権），fee tail （限嗣不動産権），life 
estate （生涯不動産権）をさす自由土地不動産権（Freehold）の事件が，人民間訴訟裁
判所の専属管轄とされたことが挙げられる。










































一世（在位 1066 － 1087）のもとで，聖俗の裁判所が分離されたが，その後国王と教会
の間で 教会裁判所の裁判権の範囲についての争いが続いた。13 世紀初めには，教会裁
判所の権限は，品級を受けた聖職者ならびに教会およびその宗教に対する犯罪，婚姻
および別居，嫡出性，遺言の検認と personal property （人的財産）の相続，名誉毀損，
誓約違反などに限られた（ベイカー〔小山訳〕・前掲注 103）98-101 頁を参照）。




























118） ベイカー〔小山訳〕・前掲注 103）17-18 頁を参照。
119） ベイカー（深尾裕造訳）『イングランド法史入門　第 4 版　第Ⅰ部〔総論〕』20 頁（関
西学院大学出版会・2014）を参照。
120） その一例として，田中英夫は，1215 年マグナカルタ 34 条の規定を挙げている。田中・
前掲注 55）67 頁 注 21）を参照。
121） 田中・前掲注 55）66-73 頁を参照。
122） わずかな例としては，1267 年モールバラ制定法（Statute of Marlborough 1267）の第
20 章 と 1278 年グロスター制定法（Statute of  Gloucester 1278）の第 8 章の数語等を
あげることができる ）。モールバラ制定法 CAP20；「In which Courts none shall need 




も，39 シリング 11 ペンスを訴求する権利主張が多数なされており，州ないし百戸邑裁
判所に訴えることは依然として有利な点が存在していたとの指摘がなされている（ベイ
カー〔小山訳〕・前掲注 103）。CAP. Ⅷ .「No Suit for Goods in the King's Courts under 
Forty Shillings. Attorneys may be made where an Appeal lieth not. The Defendant 
being essoined shall bring in his Warrant.」（The statutes at large from Magna Charta 






























124） 小山・前掲注 123）10-21 頁を参照。
125） ベイカー〔小山訳〕・前掲注 103）38 頁を参照。
126） このことは，1301 年の記録には，国王エドワード一世が，犯人を裁判せしめることに
より，戦費を埋め合わせるほどの「多額の富を得た」と記されていることからもわか




















れているのはロンドン市長裁判所（Lord Mayor's Court 128））における Beaubek
事件（1345) である（ただし，従業員の不法行為に関する事案である）。これ
に対して，国王裁判所における最初の事件は，Navenby 事件（1368）である。
そこで，次節では，Beaubek 事件を取り上げ，その後，第三節で Navenby 事
件を取り上げて検討することとする。
127） もとは英国の諸都市で，今は時折 London の市会議事堂 （Guildhall）で開かれる。都市
裁判所（court of hustings）ともいう。
128） ロンドン市長裁判所（Lord Mayor's Court）：ロンドン市には古くから特別の自治権が
認められており，その地域内で起った事件を処理するために作られた商慣習法（law 
merchant） の裁判所の一種である。 19 世紀の司法改革のときには，inferior court （下
位裁判所）となった。1920 年の法律に基づいて，その翌年に City of London Court と

























いることを知らされていなかった 132）」ことを根拠に，総額 20 ポンドの損害を
129） Beaubek 事件に関する文献資料としては，前掲注 57）を参照。 
130） Palmer および Kiralfy は，Ｙが「common inn」の所有者であったと記述する（Palmer，
supra note 41，p. 377，Kiralfy,supra note11, p.231）。これに対して，Thomas，supra 
note 57, pp.220-221,member.27 では，Ｙは，単に innkeeper と記されるにとどまり，
common inn を経営していたとの記述はない。
131） 当時旅館では，醸造も行われていた。本件でも醸造者は，旅館の従業員と考えられる。
132） "that each innkeeper is held to respond to his guests of goods brought within their 





















































































134） 幡新・前掲注 15）112 頁を参照。
135） 望月礼二郎，『英米法〔新版〕』267 頁（青林書院・1997）を参照。
136） David Ibbetson ，A Historical Introduction To The Law Of Obligations（1999），p69




139） プラクネット（イギリス法研究会訳）前掲注 104）174 頁を参照。







パス 141）訴状（Bill of Trespass）が，発布されたこととの関係が注目される 142）。
この訴状をみると，そこには明らかに Beaubek 事件の影響をみることができ
る。トレスパス訴状の内容は以下の通りである。
　「ロンドンの市長に対し，John de W 等は，以下の理由により旅館の主人 G, 
de T を訴える。王国の一般的慣習（common usage of the realm）によれば，
すべての旅館営業者は，旅館に置いてある宿泊客の財産につき紛失や損害を与
えることがないように防護し，安全に預かっておく責任を負っているはずで
あった。当該 John がやって来て，当該 G に宿泊した。次の火曜日に，当該 G
の旅館の中にある当該 John の貴重品収納箱（chest）が壊されて，10 マルク
の金が当該収納箱から盗まれ，持ち去られた。；当該 John が当該 G に対して
前述の金銭を要求するために発生した権利の内容は，以下のとおりである。；




ものである。中世イギリス法においては , 侵害訴訟令状 （writ of trespass） という , 
original writ （訴訟開始令状）によって始められる訴訟を指す。ここで用いられている，
Bill of Trespass は，国王裁判所の訴状ではなく，ロンドン市長裁判所における訴状で
あるが，トレスパスの中身は同義である。
142） この訴状は，Novae Narrationesに掲載されているものである。 Novae Narrationesとは，
エドワード三世期の訴訟における pleading （訴答）の標準方式集であり，もとは law 
French による手書きで記載されている。原告がその訴えの趣旨を示す最初の訴答であ
る count （訴状）ないし declaration （訴状）に関する記述中心であったが， その後の訴
答も含まれている。なお，Novae Narrationes の中には，国王裁判所で用いる訴状も含
まれているが，同書の註釈では，トレスパス訴状は，国王裁判所よりもロンドン市長裁
判所で主に用いられていたと指摘されている。Novae Narrationes p.331（Elsie Shanks 
ed.，Selden Society No.80，1963）を参照。
143） Bill of Trespass　CX 4. To the mayor of London does John de W. etc. complain of G. 
de T.， innkeeper，that whereas by [common] usage of the realm every innkeeper is 
bound to guard and keep safe without loss or damage the goods of those who leave 
their goods in their inns，there came the said John and lodged with the said G. such 
a day etc.，and on the Tuesday next following a chest of the said John，being within 
the inn of the said G.， was broken into and ten marks in gold was taken from the 
said chest and carried away; wherefore action accrued to the said John to demand 











トレスパス訴状の原告名が「John de W」であり，Beaubek 事件の被告名（John 
de Waltham）からとったともいえること。盗難にあった日が宿泊を決めた「次
















come to the said G. and asked him to make restitution to him， [but] he would not 
make restitution and still will not，wrongfully and to his damages etc.（Elsie Shanks 
ed.,Novae Narrationes supra note 125, pp.332-333）なお，本令状が発行された正確な年
代は著者が調べた範囲では，明らかにできなかった。

























145） Bogen，supra note 42 , p. 58. 
146） "Yee schal swere þt ye shall well and honestly demene þe straunge marchaund þe 
［sic］ ye be and shal be assignyd host and overseer to in alle þingis þt towchith to 
your sed occipacion And þt be your persone or be so sufficient a depute as ye will 
answer fore at your perell ye shall entende and labour as fer as ye may goodly to be 
privy and oversee alle maner marchaundise þt eny marchaunt alyen being under your 
seid hostage and oversight hath and shal have comyng here after in to his possession." 
'Folios lxxxi - xc'， Calendar of letter-books of the city of London: D: 1309-1314 （1902），
pp. 187-201.〈http://www.british-history.ac.uk/report.aspx?compid=33081 最 終 閲 覧
2014 年 12 月 9 日〉。

























148）Jonassen，supra note 44, p. 69．
149） Bogen，supra note 42 , p. 57，Jonassen，supra note 44, p. 70．なお，ボーゲンは，旅
館営業者の責任一般についてローマ法がイギリス法に影響を与えていたと断言している
ものではないことに注意が必要である。 Bogen，supra note 42 , p. 53. なお，ローマ法
とイギリス法の関連性については，プラクネット（イギリス法研究会訳）前掲注 104）
542-556 頁を参照。
150） The digest of Justinian Vol.1 / Latin text edited by Theodor Mommsen with the aid of 
Paul Krueger ; English translation edited by Alan Watson，University of Pennsylvania 
Press，1985 ,p.160，Digest 4.9.1（Ulpian，Ad Edictum 14）The praetor says:“I will 
give an action against seamen，innkeepers，and stablekeepers in respect of what 





第三節　Rex and Thomas of Navenby v. Walter Lassels of Huntingdon 































イングランドで 1232 年に確立した国王の地方役人で，escheat （不動産復帰）をはじめ




















157） 裁判所の開廷期（Term of court，term）のひとつヒラリー期を指す。当時のイギリス
においては，裁判所は常設のものではなく，以下の四つの開廷期に分かれていた。具
体的には，Hilary Term（1 月 11 日から 31 日まで）， Easter Term（4 月 15 日から 5 月
8 日まで）， Trinity Term（5 月 22 日から 6 月 12 日まで），Michaelmas Term（11 月 2






defectum と な っ て い る。 こ の 語 の 訳 に つ い て は，Selden Society で は，through 
negligence とあるが，パーマーによると by the default（Palmer，supra note 41，p. 
378），ミルソムによると through the fault（Baker & Milsom, supra note 11, p. 603）と
ある。negligence という語は，一般的には不注意（carelessness）という心理状態（a 
state of mind），またはそのような心理状態に基づく行為（careless conduct）を意味す
る場合と，その他に特殊法律的な用法として，不注意な行為を責任の基礎とする不法行
為のひとつ（a tort of negligence）を意味することもある（望月礼二郎「ネグリジェン
スの構造」法学 36 巻 4 号，37 巻 2 号（1973），望月・前掲注 135）151-154 頁）。「negligence」
「default」は，その言葉自体は 14 世紀から被告の責任の根拠の一つとして存在してい
た（幡新・前掲注 15）76 頁を参照）。これに対して，「fault」は，tort の分野で用いら
































Society では，look after（supra note 11，Selden Society No.82，p.152）とあるが，パー
マーによると guard（Palmer，supra note 41，p. 378），ミルソムによると keep（Baker 
& Milsom, supra note 11, p. 603）とある。
161） この部分が Navenby 事件で獲得された Innkeeper’s writ であるとの指摘がなされてい
























163） ベイカー〔小山訳〕・前掲注 103）147-148 頁を参照。




金が科された。」とあるのみで，裁判官の言動は紹介されていない（Baker & Milsom, 























た事案として現在確認できるものとしては，1365 年の John Gylour v. John 
Hosteler of Kentford 167）（以下，John Gylour 事件，John Gylour を X，John 







とが困難であった。この点で Navenby 事件は John Gylour 事件と異なる。





















市の慣習法（the Ancient Customs and Usages of the City of London）は，
“common” という形容詞を，一般大衆による利用が可能であることを示すため
に用いていた（例として，common highway；公道 , common sewer；一般下












168） common inn を経営する職業を含めて，これらをコモン・コーリング（common calling）









































が分かる規定である（The statutes at large from Magna Charta Vol.1，supra note 74，
p. 114 を参照）。
170） 旅館営業者以外の者に関する治安維持の詳細については，石田譲・前掲注 91）24-56 頁
を参照のこと。






























よる。ローマ法系とイギリス法との発展過程を比較する上で，サ ・ーヘンリ ・ーメイン（Sir 





























Henry Sumner Maine，Dissertations on Early Law and Custom，1883，p.389）。
　メイトランドの「我々は訴訟方式を葬った。しかしそれらは墓場の中から，未だに
我々を支配している」（Frederic William Maitland，Equity also the Forms of Action at 
Common Law; two courses of lectures （1916），p286）。メイトランドのこの言葉の意味
については高柳『英米法の基礎』115-118 頁を参照のこと。
173） 幡新・前掲注 15）7-10，68 頁を参照。
174） 訴訟方式一般に関する代表的な資料として，F.W. メイトランド著（河合博訳）『イギリ
ス私法の淵源 : Forms of action』（東京大学出版会・1979）を挙げることができる。そ
して本稿で論じるトレスパスに関する記述は，同書の 122-135 頁を参照のこと。
























176） Statute of Gloucester ，chap.8 との関連で説明されることもあるとの指摘がなされてい
る。ベイカー〔小山訳〕・前掲注 103）143 頁を参照。
177） 当時，動産に関する訴訟方式として一般的に用いられていたものとしては，動産返還請





















　４　王国の慣習法（the law and custom of the realm）
　王国の慣習法は，王国の一般的慣習（general custom of the realm) ともよ












180） John Gylour 事件では，宿泊客の財産が紛失，損傷，盗難にあった際，旅館営業者と宿
泊客との間に，宿泊客の財産について，引受約束が存在していたため，これに基づく監
視義務違反を根拠に引受訴訟（trespass on the case for assumpsit ）として提起された。 
Bogen，supra note 42, pp. 66-70.
181） 津野・前掲注 15）「研究ノート」103 頁を参照。
182） 火災責任においては，「王国の慣習法によりすべての人は火を危険のない安全な状態に
保つべき義務を負っており，従ってこの慣習法を過失により犯した者はだれでも，特
殊主張訴訟（action on the case）で責任を負う」べきであるとの主張がなされ，こ


















Navenby 事件以後の 14 世紀の判例を紹介する次節（本章 第四節）で検討す
るものとする。












184） Palmer，supra note 41，p. 257，Bogen，supra note 42 , p. 72.
185） Introduction to 1 Select Cases of Trespass from The King’s Courts 1307-1399，at lxvi-































187） Kiralfy，supra note11，pp. 204-205.




























































189） Navenby 事件後の 14 世紀の判例【5】【8】を参照（第四節 二 ２）。判例【5】について
は，William Thomas v. John Sampson，CP 40/495，m. 502 （De Banco roll， Michaelmas 
1384），supra note186，pp. 443-444 . 判例【8】については，Y.B.22 Hen. Ⅵ，fol.21,pl.38。
Yearbook の原本は，Boston University Legal History : The Year Books の PDF 資料を
使 用〈http://www.bu.edu/phpbin/lawyearbooks/display. php?id=18311　2014 年 12 月
9 日最終閲覧〉。本判決の英語訳は以下の二つである。Joseph Henry Beale, A Selection 
of cases on carriers and other bailment and quasi-bailment services　pp.4-6，Baker & 




























190） グリーン（和田訳）前掲注 70）320 頁を参照

































第三に，第 4 節で検討するその後の判例（14 世紀に限定するものではあるが）





を読み取ることができる（捧・前掲注 193）6 頁，28 頁注 27）を参照，The statutes at 











































　【判例①】William Bolton v. Thomas Ede （H1373） 198）













197） Morris S. Arnold，supra note 185，pp. lxvi-lxviii.
198） William Bolton v. Thomas Ede，CP 40/449，m. 350 （De Banco roll，Hilary 1373），
reprinted in 2 Select Cases of Trespass from the King's Courts 1307-1399，p.439（Morris 


















　【判例②】Nicholas Pound v. John Folksworth （E1374）199）











































200） William Latimer v. John Trentedens，CP 40/483，m. 590 （De Banco roll，Michaelmas 






























201） Richard Waldegrave v. Thomas，an innkeeper in Fleet Street，KB 27/486， m. 26d 


























【判例⑤】William Thomas v. John Sampson （M1384）203）




203） William Thomas v. John Sampson，CP 40/495，m. 502 （De Banco roll，Michaelmas 






























204） Thomas Tetsworth v. Nicholas Bailey，CP 40/499， m. 345d （De Banco roll， 









【判例⑦】Roger de Skell v. Warin Martin（H1387） 205）
















































208） Y.B.22 Hen. Ⅵ，fol.21,pl.38．Yearbook の原本は，Boston University Legal History : The 
Year Books の PDF 資 料 を 使 用〈http://www.bu.edu/phpbin/lawyearbooks/display.
php?id=18311　2014 年 12 月 9 日最終閲覧〉。本判決の英語訳は以下の二つである。
J.H.Beale，supra note 189 pp.4-6，Baker & Milsom, supra note 11, p. 606　Year Book
を参照したところ，後者の資料は，前者の資料に比べて省略が多かったため，本判決の
理解には前者の翻訳資料を用いた。
209） J.H.Beale 前掲注 189）では，1444 年の判例とされているが，Baker & Milsom, supra 
note 11, p. 606 では，1443 年の判例とされている。
210） J.H.Beale 前掲注 189）によると，X の代理人は，Markam（Baker & Milsom, supra 
note 11, p. 606 では，Markham），Y の代理人は Prisot（Baker & Milsom, supra note 















































































かった（第二章 第三節 五 ２）。もっとも，公共旅館の営業者に厳格責任を課
したことにより，旅館営業者により宿泊客の財産に関する安全が確保される方
向付けがなされたといえる。従って，当初から意図していたかどうかは知るこ
とはできなかったが，厳格責任を旅館営業者に課したことは，結果としてビジ
ネス保護へと繋がったといえるだろう。
　最後に，宿泊客の財産の盗難・紛失等に対する旅館営業者の賠償責任の範囲
についてである。1863 年旅館営業者責任法では，賠償額に制限が設けられて
いる。本稿では，厳格責任の起源を探るとともに，賠償額が制限されるに至っ
た契機（判例，時代背景等）を探ろうとした。しかし，14 世紀の判例および
社会的背景を検討した限りでは，この当時において，賠償額を制限する契機を
見出すことはできなかった。むしろ旅館営業者に課された罰金の重さからも分
かるように，賠償額を制限しないことが公共旅館の営業者の責任の考えに合致
しているとも思える事情が多く見つかった。
　賠償責任の範囲について制限がされるには，1863 年旅館営業者責任法の制
定を待たねばならない。賠償責任額の制限がどのような過程を経て課されるに
至ったかについては今後の課題としたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
89
